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出国となっている。1990年時点のインドのエネルギー起源 CO2排出量は 5.3億トン -CO2であったの
に対し、2014年には 20.2億トン -CO2となっており、まさに 4倍の増加となっている（IEA, 2016）。
同国が具体的な GHG削減目標数値を公式に発表したのは、2010年 1月にコペンハーゲン合意におい
て、2020年までに国内総生産（GDP）あたりの CO2 2）を 2005年比 20%～ 25%削減するという目標
を国連気候変動枠組条約事務局に提出した時である。翌年、インド政府国家計画委員会から、エネル
ギー効率改善施策を盛り込んだ「第 12次五カ年計画ドラフト（2011-12から 2016-17年までの国家 5
カ年計画）」、及び 2020年までに GDPあたりの GHG排出量を 2005年比で 20～ 25%削減するための
政府戦略である「包摂的な発展のための低炭素戦略（Low Carbon Strategies for Inclusive Growth）」が






の政策を打ち出してきた（Balachandra et al. 2010）。まず、1970年に、今後 15年の燃料供給に関する政
策を検討するための「燃料政策委員会（The Fuel Policy Committee, FPC）」が設立された。また、1976




Group on Energy Conservation）」が 1981年に設立された。同ワーキンググループが 1983年にインド政
府に提出した報告書において、産業部門と農業部門と並んで、運輸部門が今後の省エネルギー化のカ
ギを握ることが確認された。
1990年代の民間部門を主な対象とした様々なイニシャティブ 3）を経て、2001年 9月に省エネ法（The 
Energy Conservation Bill）が制定され、インド電力省（Ministry of Power）の中に「エネルギー効率庁








という形で、乗用車の自動車燃費規制値を 2016年までに 130 gCO2/km、2021年までに 113 gCO2/km
までに改善するという目標を提示した（Government of India, 2014）。しかし、2015年 4月にはこれら
の目標を一年ずつ遅らせ、それぞれ 2017年までに 130 gCO2/km、2022年までに 113 gCO2/kmまでに




車燃費平均は 136 gCO2/kmであり、既に日本や欧州の燃費改善に近づいてきているためである（ICCT, 
2014）。従って、インド自動車産業は 2017年までに一年あたり 1 gCO2/kmずつ自動車燃費を改善し、
2022年までに約 2 gCO2/kmずつ改善すれば良い、ということになるのである。
インドにおける GHG削減目標と自動車燃費規制の変遷について、下記の表 1にまとめた。
表 1　インドの GHG削減目標と自動車燃費規制の変遷（グレーのセルは GHG削減目標を示す）
年／月 出来事
2008 「気候変動に関する国家アクションプラン」において自動車燃費規制の必要性を確認
2010/1 2020年までに GDPあたりの CO2を 2005年比 20%～ 25%削減（農業部門を除く）
2014/1 インド電力省から最初の自動車燃費規制が提言される
2015/4 再度、インド電力省から、目標時期を一年遅らせた自動車燃費規制が提言される











点の中国のエネルギー起源 CO2排出量は 21.1億トン -CO2であったのに対し、2014年には 91.3億ト
ン -CO2となっており、まさに 4倍以上の増加となっている（IEA, 2016）。中国の GHG削減目標の設
定は 2006年 3月にまで遡る。中国政府より出された「国民経済と社会発展第 11次五カ年計画（2005-
2010）」の中で、2005年から 2010年の間にエネルギー消費量を GDP比で 20%削減する目標が言及さ
れたのである。また、翌年 6月には、「中国気候変動対応国家計画」の中で、第一次エネルギー供給
における再生可能エネルギーの割合を 2010年までに 10％増加する目標などが掲げられている。さら
に、2009年 11月には、国務院常務会議で 2020年までに GDPあたりの CO2排出量を 2005年に比べ
て 40～ 45%削減することが決定され、2010年 2月にコペンハーゲン合意において国連気候変動枠組
条約事務局に提出されている。パリ協定を半年後に控えた 2015年 6月には、2030年までに GDPあ









は 2005年から 2006年まで、第二段階は 2008年から 2009年、第三段階は 2012年から 2015年までで
ある。














自動車燃費規制導入の議論は、2001年から始まったとされる（Oliver et al. 2009）。最初に自動車燃
費規制の検討がなされたのは、2003年に中華人民共和国商務部に併合された国家経済貿易委員会（the 
State Economic and Trade Commission, SETC）が開催した「自動車燃費改善のための検討会議（Study 
on Fuel Economy Standards and Policies for Vehicles in China）」においてである。この背景には、増加す
る海外からの石油依存を食い止めるという目的があった。
翌年 2002年には中華人民共和国国務院（the State Council of the People's Republic of China）に属する
国家質量監督検験検疫総局（the General Administration of Quality Supervision, Inspection and Quarantine, 
GAQSIQ）の下部機関である国家標準化管理委員会（the Standardization Administration of the People's 
Republic of China, SAC）が正式に自動車燃費規制の導入を発表した。この際、中心となってその草案
を練り上げるように指示されたのは 1985年に発足した国営企業である中国自動車技術研究センター














表 2　中国の GHG削減目標と自動車燃費規制の変遷（グレーのセルは GHG削減目標を示す）
年／月 出来事
2004/9 自動車燃費規制の導入が決定され、第一段階と第二段階規制が発表される
2006/3 2005年から 2010年の間にエネルギー消費量を GDP比で 20%削減
2009/8 2012年から 2015年までを規制対象とする第三段階規制を発表
2009/11 2020年までに GDPあたりの CO2排出量を 2005年に比べて 40～ 45%削減
2014/12 2016年から 2020年までを対象期間とした第四段階規制を発表














































3）例えば、「エネルギー効率のための日（National Energy Conservation Day）」の制定や、「エコマーク（Eco-Mark）」
と呼ばれるラベルの作成、「エネルギー効率のための自主的プログラム（Voluntary programme on energy 
efficiency）」の策定などが含まれる。
参考文献
Balachandra, P., et al. (2010) ‘Energy efficiency in India: Assessing the policy regimes and their impacts’. Energy Policy, 
38, pp.6428-6438.
Government of India (2014) ‘Ministry of Power: Notification. New Delhi, the 30th January, 2014’. New Delhi: the 
Government of India.
Government of India (2015) ‘Ministry of Power: Notification. New Delhi, the 23rd April, 2015’. New Delhi: the Government 
of India.
Oliver, H. H. et al. (2009) ‘China’s Fuel Economy Standards for Passenger Vehicles: Rationale, Policy Process and Impacts’. 
Energy Policy (37), pp.4720-4729. 
ICCT (2014) ‘Fact sheet: India. Light-duty vehicle efficiency standards’. The International Council on Clean Transportation.
ICCT (2017) ‘2017 global update: Light-duty vehicle greenhouse gas and fuel economy standards’. https://www.theicct.org/
publications/2017-global-update-LDV-GHG-FE-standards (accessed on 6th January 2018).
IEA (2016) CO2 emissions from fuel combustion. Paris: IEA.
Iguchi, M. (2015) Divergence and Convergence of Automobile Fuel Economy Regulations: A Comparative Analysis of EU, 
Japan and the US. Springer.
Rose, R. (1996) Lesson-Drawing in public policy: A guide to learning across time and space. Chatham, NJ: Chatam House.
Vogel, D. (1997). Trading up and governing across: transnational governance and environmental protection. Journal of 
European Public Policy, 4 (4), 556–571.
Wang, Z. et al. (2010) ‘New fuel consumption standards for Chinese passenger vehicles and their effects on reductions of oil 
use and CO2 emissions of the Chinese passenger vehicle fleet’. Energy Policy 38, pp.5242–5250.
99環境規制の収斂をめぐるグローバル・ガバナンス

